
第２２期第２０回筑前海区漁業調整委員会次第

１ 日 時 令和５年８月７日（月） １５：００～

２ 場 所 福岡県庁４階 漁業調整委員会室

３ 議 題

（１）筑前海区における共同漁業、区画漁業及び定置漁業の免許について

（諮問） 資料１

（２）小型定置網漁業の許可方針について（協議）

資料２

（３）その他
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資　　料　　１
（２２期２０回筑前漁調委）

（令和５年８月７日）
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小型定置網漁業の許可方針について 

 

漁業管理課 

 

◯ 定置網の制度上の分類（県内） 

  
  定置漁業  ① 定置漁業権（水深２７メートル以深）に基づく定置漁業 

（小呂島グループ） 
        ② 共同漁業権２種に基づく小型定置網漁業 

（各地区の漁協組合員） 
        ③ 許可に基づく小型定置網漁業 

（個人もしくは漁協自営）   
 
◯ 協議内容 

・ ９／１の漁業権更新を契機に、糸島市（姫島地先）、福岡市（志賀島地先）、

宗像市（地島地先）の小型定置網が漁協自営に移行。 
・ 現在までに、筑共６号（福岡市（玄界島地先））、筑共１４号（遠賀郡（柏

原）、筑共２１号（北九州市（若松））で許可方針制定済み。 
・ 地区毎の許可方針制定（別紙）に際し、筑前海区漁業調整委員会の意見を

きくもの。    
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資　　料　　２
（２２期２０回筑前漁調委）

（令和５年８月７日）



筑共第１号共同漁業権漁場内における小型定置網漁業許可方針 
 

１ 制限措置に関する事項 

（１）許可枠及び住所要件 

次表のとおり区域ごとに許可する船舶等の数の上限を設ける。漁業許可は次表に掲

げる住所を有する者（漁業協同組合に加入している者については、その漁業協同組合

の住所に読み替えるものとする。）又は当該住所に所在している漁業協同組合に対し

てのみ行うこととする。 

区域名 
許可する船舶

等の数の上限 
住所要件 

糸島地区 なし 糸島市 

 

（２）操業区域 

   筑前海区海面 

 

（３）漁業時期 

１月１日から１２月３１日まで 

 

（４）漁業を営む者の資格 

（１）に記載の住所要件のほか、漁業を営む者の資格は次のとおりとする。 

筑共第１号漁業権管理委員会の同意がある者。 

 

２ 許可の有効期間 

  ５年又は一斉更新までの残存期間とする。ただし、漁業違反が多発する場合等、漁業

調整のため必要な限度において、筑前海区漁業調整委員会の意見を聴いて、５年より短

い期間を定めることがある。 

 

３ 条件 

（１）筑共第１号共同漁業権漁場内以外の海域において操業してはならない。 

（２）４月１日から９月３０日までの間、なまこを採捕してはならない。 

 

４ 申請書の添付書類等 

（１）個人で申請する場合 

   ① 漁具の設置場所を明示した図面 

   ② 筑共第１号漁業権管理委員会の同意書 

（２）漁業協同組合経営の場合 

   上記（１）の他、次に掲げる書類を提出すること 

   ③ 漁業協同組合の定款 

   ④ 水産業協同組合法第１７条の要件を満たすことを証する書面 
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５ 資源管理の状況等の報告 

許可を受けた者は、毎年の漁業時期終了の翌月末日までに報告すること。 

 

附 則 

この許可方針は令和５年８月 日から施行する。 
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筑共第９号共同漁業権漁場内における小型定置網漁業許可方針 
 

１ 制限措置に関する事項 

（１）許可枠及び住所要件 

次表のとおり区域ごとに許可する船舶等の数の上限を設ける。漁業許可は次表に掲

げる住所を有する者（漁業協同組合に加入している者については、その漁業協同組合

の住所に読み替えるものとする。）又は当該住所に所在している漁業協同組合に対し

てのみ行うこととする。 

区域名 
許可する船舶

等の数の上限 
住所要件 

福岡地区 なし 福岡市 

 

（２）操業区域 

   筑前海区海面 

 

（３）漁業時期 

１月１日から１２月３１日まで 

 

（４）漁業を営む者の資格 

（１）に記載の住所要件のほか、漁業を営む者の資格は次のとおりとする。 

筑共第９号漁業権管理委員会の同意がある者。 

 

２ 許可の有効期間 

  ５年又は一斉更新までの残存期間とする。ただし、漁業違反が多発する場合等、漁業

調整のため必要な限度において、筑前海区漁業調整委員会の意見を聴いて、５年より短

い期間を定めることがある。 

 

３ 条件 

（１）筑共第９号共同漁業権漁場内以外の海域において操業してはならない。 

（２）４月１日から９月３０日までの間、なまこを採捕してはならない。 

 

４ 申請書の添付書類等 

（１）個人で申請する場合 

   ① 漁具の設置場所を明示した図面 

   ② 筑共第９号漁業権管理委員会の同意書 

（２）漁業協同組合経営の場合 

   上記（１）の他、次に掲げる書類を提出すること 

   ③ 漁業協同組合の定款 

   ④ 水産業協同組合法第１７条の要件を満たすことを証する書面 
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５ 資源管理の状況等の報告 

許可を受けた者は、毎年の漁業時期終了の翌月末日までに報告すること。 

 

附 則 

この許可方針は令和５年８月 日から施行する。 
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筑共第１２号共同漁業権漁場内における小型定置網漁業許可方針 
 

１ 制限措置に関する事項 

（１）許可枠及び住所要件 

次表のとおり区域ごとに許可する船舶等の数の上限を設ける。漁業許可は次表に掲

げる住所を有する者（漁業協同組合に加入している者については、その漁業協同組合

の住所に読み替えるものとする。）又は当該住所に所在している漁業協同組合に対し

てのみ行うこととする。 

区域名 
許可する船舶

等の数の上限 
住所要件 

宗像地区 なし 宗像市 

 

（２）操業区域 

   筑前海区海面 

 

（３）漁業時期 

１月１日から１２月３１日まで 

 

（４）漁業を営む者の資格 

（１）に記載の住所要件のほか、漁業を営む者の資格は次のとおりとする。 

筑共第１２号漁業権管理委員会の同意がある者。 

 

２ 許可の有効期間 

  ５年又は一斉更新までの残存期間とする。ただし、漁業違反が多発する場合等、漁業

調整のため必要な限度において、筑前海区漁業調整委員会の意見を聴いて、５年より短

い期間を定めることがある。 

 

３ 条件 

（１）筑共第１２号共同漁業権漁場内以外の海域において操業してはならない。 

（２）４月１日から９月３０日までの間、なまこを採捕してはならない。 

 

４ 申請書の添付書類等 

（１）個人で申請する場合 

   ① 漁具の設置場所を明示した図面 

   ② 筑共第１２号漁業権管理委員会の同意書 

（２）漁業協同組合経営の場合 

   上記（１）の他、次に掲げる書類を提出すること 

   ③ 漁業協同組合の定款 

   ④ 水産業協同組合法第１７条の要件を満たすことを証する書面 
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５ 資源管理の状況等の報告 

許可を受けた者は、毎年の漁業時期終了の翌月末日までに報告すること。 

 

附 則 

この許可方針は令和５年８月 日から施行する。 
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